
財政健全化法とは

上記の４つの比率とは　

早期健全化段階とは

財政再生段階とは

●　興部町の平成２９年度決算を基に算定した健全化判断比率と国が定めた基準は下記のと

　　おりです。

％ ％

％ ％
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『健全化判断比率』と『資金不足比率』を公表します

  早期健全化段階となった自治体が、さらに財政が悪化し、実質赤字比率、連結実質赤字比
率、実質公債費比率のいずれかが財政再生基準を超えた場合は、「財政再生計画」を定め、
国等の関与のもと確実な再生に取り組むことになります。町債の発行が制限され、また公共料
金の増額や住民サービスの見直しなどをせざるを得なくなる「財政再生団体」となります。

  将来負担比率とは

  実質公債費比率とは

　財政健全化法の定めるところにより、平成２９年度決算を基に算定した興部町の財政健全化
判断比率と資金不足比率をお知らせします。

　平成１９年６月に財政破綻を未然に予防することを目的として制定されました。自治体の財政
の健全度を測るため、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率
の４つの健全化判断比率と公営企業会計における資金不足比率が設けられ、その数値によっ
て「健全段階」、「財政の早期健全化」の段階、「財政の再生」の段階の３つに区分されます。

　一般会計の収支が赤字の場合、その赤字額を標準財政規模（通常
収入されるであろう税収や地方交付税などの合計額）で除した比率
で、会計が黒字か赤字かを判断する指標です。

  連結実質赤字比率とは
　一般会計等だけでなく公営企業会計（国保病院会計・簡易水道事
業会計・下水道事業会計）やその他の特別会計（国保会計・介護保
険会計・介護サービス会計・後期高齢者医療に関する会計）も含めた
収支が赤字や資金不足が生じた場合、その赤字額・資金不足額を標
準財政規模で除した比率で、会計を合算して黒字か赤字かを判断す
る指標です。

　町債や債務負担、公営企業債に充当される繰入金、一般会計雇用
職員の退職金等将来負担しなければならない債務を標準財政規模
で除した比率です。

30.0

350.06.6    
※実質赤字比率と連結実質赤字比率は赤字額がないため算定されません。また、将来負担比率
は、将来負担すべき負債より、基金や普通交付税に算入される額のほうが多く見込めるため算定さ
れません。

29 年 度 決 算 早 期 健 全 化 基 準 財 政 再 生 基 準

20.0－ ％実 質 赤 字 比 率

  実質赤字比率とは

　一般会計等が負担する元利償還金と準元利償還金の額を標準財
政規模（補正値）で除した比率 です。収入のうち、どのくらい地方債
の借金にあてているかを示す指標で、一部事務組合等も含めて判断
します。実質公債費比率は平成17年度決算から算定しており、３ケ年
の平均数値を使用します。

　「自主的かつ計画的にその財政の健全化を図る」ことが早期健全化の定義です。４つの健全
化判断比率のうちいずれかの比率が早期健全化基準を超えた場合は、早期健全化団体の適
用を受け、「財政健全化計画」を策定し、健全化(基準以内の比率に戻すこと）に努めなければ
なりません。
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●　興部町の平成２９年度決算を基に算定した公営企業の資金不足比率と国が定めた経営健
全化基準は次のとおりです。

％

％ ％

％

資金不足比率とは

〈各比率算定に係る会計等の範囲〉

　公営企業ごとの資金の不足額が事業の規模（料金収入など主たる営業活動から生じる収益
に相当する額）に対してどの程度あるかを示したもので、資金不足額は流動資産(現金預金・
未収金等）と流動負債（一次借入金・未収金及び未払費用等）の差額で算定します。
資金不足比率が２０．０％を超えると経営健全化計画を策定しなければなりません。

経営健全化基準

※資金不足額がないため算定されませんでした。

下 水 道 事 業 会 計

－

－

簡 易 水 道 事 業 会 計 20.0

－国 民 健 康 保 険 病 院 会 計
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